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要旨 

本報告書では、2019 年度の日本交通政策研究会自主研究「地方における路線維持、活性化

を目指した乗合バスの新たな取り組み策と課題」の成果をとりまとめた。少子高齢化と人口

減少が進展する中で、自家用車を運転できない交通弱者の足をどのように確保するかは、地

域社会にとり重要な課題の 1 つである。地域における公共交通手段の維持は厳しさを増して

おり、従来からの事業者によるサービス提供に加え、自家用車を用いた相乗り・送迎のよう

な住民参画による手法など、様々な施策が各地で試みられている。本報告書では、第2章「自

動車運転免許証返納後における高齢者の公共交通利用に対する課題」で、高齢者を対象とし

た自動車運転免許証の返納策と、地方自治体や交通事業者による公共交通の利用促進策の関

係を分析した。また第 3 章「自家用有償運送の活用によるモビリティ確保策」では、自家用

有償運送の制度的背景を整理すると共に、養父市や京丹後市、ドイツの事例を取り上げた。

第 4 章「雲南市におけるデマンドタクシーの推移と地域公共交通政策の展開―掛合町の「だ

んだんタクシー」運行から「雲南市地域公共交通網形成計画」の策定まで―」では、地方に

おける路線維持や活性化策の事例として島根県雲南市を取り上げ、デマンドタクシーの導入、

推進状況や雲南市地域公共交通網形成計画について論じた。第 5 章「地方の路線バスの変遷

過程に内在した諸課題の考察」は、路線バスの種別や制度の盛衰、補助金政策などを歴史的

段階毎に回顧して、路線バスの課題や低迷要因を考察した。最期の第 6 章「高校の学区制度

の変化について：北海道を事例に」では、公共交通の主たる利用者であり、公共交通の影響

を強く受ける高校生の通学問題について、北海道の学区制度の変化と現状、さらに学区別に

通学支援施策の特徴を明らかにした。 
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